




























































 いわゆる「断片化」現象についての研究の集積を行った国際法委員会(International Law Commission、以
下、ILC)では、同現象が問題となる場面として「異なる国際法制度が定める法規範が具体的な問題への
適用の段階で抵触することによって生じる」場合と、「国際紛争処理機関の間の管轄権の競合によって生
ずる」場合とがあるとした。ILC は、前者の場合のみに焦点を当て、実体法の解釈原則のガイドラインを
示した。しかしながら、それによって、この「断片化」現象に起因する問題がすべて解決されたわけで
はなく、同現象の国際法体系の統一性への影響についても議論の余地がある。 
本論文では、欧州司法裁判所、欧州人権裁判所及び自由権規約委員会において、安保理決議に基づく
狙い撃ち制裁と国際人権法との関係が問題とされた事例を扱う。第六章から第八章においてみた 8つの
事例において、強行規範以外の人権法を適用法として安保理決議そのものに対する司法審査を可能と判
断したものはなかった。また、地域的国際裁判所及び人権条約実施機関の権限を越えて、安保理決議そ
のものについて司法審査を実施し、人権法違反を根拠として安保理決議の無効や取消しという判断をし
たものはなかった。さらに、制裁委員会における制裁対象者リストに関する決定の是非について検討し
た判断もない。締約国に本当に裁量があったかどうか、という点については疑問が呈されているものの、
以上の事例において検討されたのは、狙い撃ち制裁を実施する国家または国際組織の行為のみであった。  
欧州司法裁判所及び欧州人権裁判所による安保理決議に基づいた狙い撃ち制裁に関する一連の判決を
通して、安保理における人権保護基準を改善するよう、その傍論で安保理に対してプレッシャーをかけ
ているといえる。実際にこれらの判断が蓄積した結果、安保理に人権の観点から自制が促され、制裁員
会における制裁対象者リストからの削除手続やオンブズパーソンの設置の実現に貢献した面があると指
摘されている。また、締約国に対し、安保理決議を実施する国内措置について人権への配慮の必要性が
あることが喚起されるようになった。 
他方で、国連憲章 103 条に基づく安保理決議に基づく義務のその他の国際条約上の義務に対する優位
性と EC/EUにおける人権法及び欧州人権条約の関係性については判断を明らかにせず、国内法平面にお
いては締約国による安保理決議上の義務違反または人権法上の義務違反の発生を防いでいるという側面
も存在する。本論文で取り上げた判断の多くが、間接的ながらも制裁委員会における人権保護基準につ
いて、自身の適用法規に基づく人権保護基準を満たさないと述べながらも、締約国がその人権保護基準
を満たすためにどのように行動すればよいかという点については、各司法機関の管轄の及ぶ範囲かつ締
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約国によるその実現が可能な範囲にとどめられている。このことから、欧州司法裁判所及び欧州人権裁
判所と安保理決議に基づいた狙い撃ち制裁は人権保護基準という点で相違してはいるが、国連憲章に基
づいた国連中心の国際の平和と安全を守るための国際法体系において、締約国による安保理決議違反を
招くような判断を行うことを回避しようとしている姿勢がうかがえるのである。よって、この点におい
て国際法体系の統一性は保持されているといえる。 
また、制裁委員会の制裁対象者リストと域内または締約国内の制裁対象者リストの内容が可能な限り
相違しないよう、相違が存在するとしても法的な問題として扱われることがないよう考慮されながら、
制裁対象者の決定に関しては安保理の権限が優先されていることも指摘できる。制裁委員会における制
裁対象者リストからの削除が決定された後に出された確定判決は締約国によって履行され、判決不履行
などによりさらに法的な問題として提起されるような事態とはならず、結果、国際法平面において、安
保理決議上の義務と各人権法上の義務について、どちらか一方が他方に優位するというような判断はな
されなかった。制裁委員会と国家、各機関の間の入り組んだ管轄権の構造と権限配分を鑑みた判断は、
地域的国際裁判所、人権条約実施機関及び国家にとっても望ましいものであるといえる。 
 加えて、安保理は狙い撃ち制裁の国内または域内実施を厳格に監視してはおらず、制裁対象者リスト
に短期間の相違が生じている場合や、地域的国際裁判所での手続が進行している間、制裁が加盟国の判
断によって一時停止されている場合があっても、それを問題視し、そのような加盟国の責任を明示的に
追及してはいない。安保理決議に基づいた狙い撃ち制裁と国際人権法の関係について、関連する複数の
実体法上の義務だけではなく、同時に絡んでくる国際組織や地域的国際裁判所、人権条約実施機関及び
国内機関の間の権限関係やそこで行われる判断の特徴も考慮したうえで柔軟な調整が行われている。 
狙い撃ち制裁を含め安保理決議に基づいた制裁の実効性は加盟国の協力に左右される。同時に、包含
する地理的範囲や異なる機能を有する複数の法規範の関係において、特別法優先原則や後法優先原則に
よる優先関係の決定は困難であり、地域的国際裁判所及び人権条約実施機関が当該制裁と人権法との関
係について検討する際には、実体法の関係だけではなく、制度の特徴や制度間の権限関係を踏まえた上
で調整を行うことが、それぞれが国際法体系の中で実効的かつ正当に機能するために重要である。 
しかしながら、一方で解釈手段によって、複数の法規範の抵触の存否を回避し、他方でそれぞれの権
限関係に配慮するというバランスのとり方は、人権保護の観点からは望ましいものであるとはいえない。
安保理のレベルで行われている狙い撃ち制裁対象者に対する人権侵害は依然として存在し、地域的国際
裁判所及び条約実施機関は自身の管轄権を越えてその是正を図れないことから、事実上当該人権侵害は
看過され続けている。 
 今後の課題として、国際法規範間の抵触についてのさらなる検討が挙げられる。複数の国際法規範の
関係において抵触の存在を認めることは、それらの優劣関係を決定することを意味し、一方の国際法規
範が他方に優位することは、後者の適用の制限に結びつく。本論文の事例を通して、国際法平面におい
て司法的機能を担っている機関は、複数の法規範の間の優劣関係を判断することを回避する傾向がある
ことが指摘できる。国内社会と異なり、統一的な立法機関が存在しない国際社会では、柔軟な解釈適用
により現実の事態との調和が重視されている。国際法体系における抵触の存在は同法体系の統一性の観
点からは望ましいといえないかもしれないが、柔軟な調整の結果、現実に生じている事態が本質的に把
握されず、それによって混乱が生じていることもまた事実である。国際法規範間の抵触については、国
連憲章 103条と合わせてさらなる検討を要する。また、国際法の統一性との関係では、条約法条約 31条
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3項(c)に体現されているという体系的統合の実態について明らかにすべき点が残されている。複数の国際
法規範が「可能な限り両立する」状態とは具体的に何を意味しているのか、同条項が実際にどのように
用いられているのか、という点について、他の解釈規則も含めた検討の必要性がある。以上の点に加え、
法多元主義の観点から近年指摘された多元的な法体系における連携ルール(linkage rule)の視点も用いて、
複数の分野に関連する法規範の関係の在り方を分析していくことを今後の研究課題とする。 
 
